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１ 趣 旨 

 本県の農用地は、各地域における農業生産の基盤であり、食料供給基地として県民生活

を支える重要な資源でもあることから、この農用地を確保し、有効利用を図っていくこと

が重要である。 

 このため、農地中間管理事業の活用により、効率的かつ安定的な農業経営を営む農業経

営体（以下、「担い手」という。）への農用地の集積・集約化を加速し、農用地利用の一層

の効率化及び高度化を図ることとする。 

 本方針は、農地中間管理事業の推進に関する法律（平成 25年法律第 101号）第３条に

基づき、農地中間管理事業の推進に関する基本的な方向等について定めるものである。 

 

２ 農地中間管理事業の推進に関する基本的な方向 

（１）担い手への農用地の集積・集約化と遊休農地の発生防止・解消を進める中核的な事

業体に、農地中間管理機構（以下、「機構」という。）を位置づけ、関係機関と連携して、

その機能を最大限に活用する。 

（２）農地中間管理事業は、基盤整備が必要な地区や効率的・効果的な農業経営の実現が

必要な地区など、農用地の集積・集約化の機運の高い地区において重点的に推進するこ

ととし、地域農業経営基盤強化促進計画（以下、「地域計画」という。）の策定に向けた

取組や基盤整備の推進と連動させて推進する。  

     なお、地域計画を策定し、公告した区域においては、当該計画の実現に向けて、農

地中間管理事業による貸借を基本として取り組む。 

 

３  効率的かつ安定的な農業経営を営む者が利用する農用地の面積の目標 

  担い手が利用する農用地の面積の目標を、以下のとおり定める。 

項   目 
現状値 

（令和４年度） 

概ね 10年後 

（令和 15年度） 

耕地面積（①） ７１，６６５ ha     ６６，８４７ ha 

うち担い手が利用する耕地面積（②） ２３，８２８ ha ３７,４３４ ha 

担い手が地域における農用地の利用

に占める面積のシェア（②／①） 
３３ ％ ５６ ％ 

 ※目標面積は埼玉県が作成した農業経営基盤の強化の促進に関する基本方針に基づき設 

 定 



 

４ 農地中間管理事業の推進により達成しようとする農用地の利用の効率化及び高度 

 化の促進に関する目標 

  地域計画の実現に向けて、効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の集  

 約化を進めるため、担い手間の調整やほ場整備等を行い、農地中間管理事業を軸としな 

 がら、県、機構、市町村、農業委員会、農業協同組合（以下、「ＪＡ」という。）、土地改 

 良区等が一体となって農用地の利用調整に取り組み、分散錯圃の状況を解消し、担い手  

 の農用地の連坦化や団地面積の増加を図る。 

 

５ 関係機関・団体の連携及び農地中間管理事業の実施方法 

（１）県及び機構が中心となって、一般社団法人埼玉県農業会議、埼玉県農業協同組合中

央会、埼玉県土地改良事業団体連合会のほか、関係機関・団体からなる連携会議を設

け、密接な連携の下に農地中間管理事業を推進する。 

（２）機構は、農用地の集積・集約化に向け、地域の特性に応じて、県、市町村、農業委

員会、ＪＡ、土地改良区等と一体となって推進する。 

（３）機構は、県が認可した農地中間管理事業規程に基づいて、農地中間管理事業を実施

することとする。 

（４）機構は、市町村(農業委員会を含む)に対して、農地中間管理事業に関する相談窓口業

務、農地中間管理事業による賃貸借等の契約上、必要な申請書類の作成、農用地利用

集積等促進計画案の作成等を、委託することを基本とする。  

     ただし、機構と市町村が協議を行った上で、委託された業務を適切に行えると認め

られる場合には、当該市町村の区域の全部又は一部を事業区域とするＪＡ、土地改良

区その他の民間団体等に委託することができるものとする。 

 

６ 農地中間管理事業に関する啓発普及 

（１）県、機構、市町村、農業委員会、ＪＡ、土地改良区等は、農地中間管理事業及び関

連施策の内容及び実施方法等について、地域の農用地の所有者及び耕作者に積極的に

周知を図るものとする。 

（２）市町村は、地域計画の策定及び実現に向けた取組を実施する際には、農地中間管理

事業の活用が基本となることを、地域の農用地の所有者及び耕作者に周知徹底する。 


